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　本稿は、東京大学社会科学研究所が2007 年から毎年実施している「働き方とライフスタイルの
変化に関する全国調査」の2016 年調査に関する基礎的な分析を紹介する。４つの大きなテーマに
ついて分析した。第1のテーマは、若年・壮年者の離家経験であり、8割以上が親と離れて別の世
帯で生活した経験をもち、男性の場合には学校・就業に関わる理由、女性の場合には結婚を理由
とした離家が多く、社会的に恵まれた家庭の出身者は離家時期が遅い傾向が見られた。第2に長時
間労働と家族形成の関連を取り上げ、女性では労働時間が長い場合には結婚・出産を経験する割
合が低くなる傾向が見られ、男性では週77時間以上という過度に労働時間が長い場合に同様のマ
イナス効果が見られた。第3に子ども保険への加入を取り上げた。子どもを持つ回答者の58 %が
子ども保険に加入し、裕福な世帯ほど加入率が高い。子ども保険の加入者は、「子どもにはできる
だけ多くの財産を残してやりたい」と考える傾向が見られた。第4のテーマとして、人びとの考え
る「危機」とは何かについて自由回答形式で尋ねた。地震などの自然災害・天災を「危機」と考える
回答が、いずれの年齢・性別でもきわだって高かった。国際関係や、介護・老後問題を「危機」と
捉える人々は、年齢が上がるにつれて多くなる傾向が見られた。1

【注：当稿は9月号前編、10月号後編として２カ月に分けて紹介する】

1本稿は、東京大学社会科学研究所調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ　No.101「パネ
ル調査から見る離家経験、家族形成、子ども保険への加入、危機への意識：「働き方とライフスタイルの
変化に関する全国調査（JLPS）2016」の結果から」（2017 年 2 月）を修正し、執筆したものである。本
稿は科学研究費補助金基盤研究 (S)(18103003, 22223005)、特別推進研究（25000001）の助成を受けて行っ
た研究成果の一部である。東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究
資金、㈱アウトソーシングからの奨学寄付金を受けた。調査は一般社団法人中央調査社に委託して実施
した。パネル調査データの使用にあたっては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。
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1 . はじめに
東京大学社会科学研究所では、若年・壮年

者の就業、結婚、意識などの変化を探るために
「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調
査」（JapaneseL i f eCoursePane lSurvey－
J L P S）というパネル調査を2007年から継続し
て実施している。この調査の特色は、調査対象
者を毎年追跡し調査に協力してもらっているこ
とにある。調査対象者は、2007年に20歳から
34歳の若年と35歳から40歳の壮年である（継
続サンプル）。2011年からは、同年齢の対象者
を補充し追跡している（追加サンプル）。

2007年の第1回調査（継続サンプル）では、若
年者3367名、壮年者1433名から回答を得た。
これらの対象者を、その後毎年追跡して調査を
実施してきた。住所不明などのために脱落して
いく回答者がいるため、2011年にはサンプルを
補充し、同年齢の24 - 38歳（若年）と39 - 44歳

（壮年）の対象者を追加し、712名（若年）、251
名（壮年）から回答を得た。これらの対象者もそ
の後毎年追跡している。2016年4月から6月には、
継続サンプルは第10回調査を、追加サンプルは
第6回調査を実施した。継続サンプルについて
は、若年者1864名（アタック総数に対する回収
率80 %）、壮年者940名（同回収率87 %）から
回答を得た。追加サンプルについては、若年者
445名（同回収率64％）、壮年者190名（同回収
率76 %）から回答を得た。調査方法は、継続サ
ンプルについては、調査票を郵送し、中央調査
社の調査員が訪問して回収する（郵送配布・訪問
回収法）を基本としている。追加サンプルについ
ては、郵送配布・郵送回収の方法による。この
ため追加サンプルは継続サンプルと比較し、回
収率が全般的に低くなっている。

調査票は継続項目、ローテーション項目、1回
限りの項目により構成されている。質問内容は、
調査時点での従業上の地位・職業・役職・職場
の状況、1年間の転職などの就業項目、交際・結婚・
出産などの家族形成に関わる項目、起床・就寝
時間などの生活時間、生活満足度、政治や社会
に関する意見など多岐にわたる。

この報告では、2016年4月から6月に実施し

た第10回継続サンプルと第6回追加サンプルの
調査を合体し、若年と壮年についても断りがな
い限り一緒にして分析をした。今回は、⑴離家
の傾向、⑵長時間労働と家族形成、⑶子ども保
険への加入、⑷ひとびとの考える「危機」、の４
つのテーマについて分析している。

（石田浩）

2 . 離家の傾向
離家というのは、生まれ育ってきた親の世

帯からはじめて独立して生活を営むことを指
す。産業諸国の間では、高等教育の拡大などに
よって学校教育の時間が長くなることに対応し
て、離家だけでなく結婚・出産などの家族形成
の時期が遅れる傾向にあることが報告されてい
る（Ber l in , Furs tenberg , & Water s 2010 ; 
S e t t e r s t e n & R a y 2 0 1 0 ; S e t t e r s t e n , 
Furs tenberg , & Rumbaut 2005）。特に親世
帯からの独立の時期の遅れは顕著であり、一度
親世帯から独立して生活を営んだ後に再び親世
帯にもどる現象については、「ブーメラン」家族
あるいは「アコーディオン」家族という名称で呼
ばれている（Newman 2012）。

2016年の調査では、「あなたは、親と離れて
別の世帯に住んだことがありますか」という質問
をしている。「1 .親と離れて別の世帯に住んだこ
とがある」「2 .生まれてからずっと親と同居して
いる」「3 .親が亡くなるまでずっと一緒に住んで
いた」の回答の中から選択する形式で、１の選択
肢が離家経験となる。この質問への回答から判
断すると、大多数は離家を経験している。男性
では84 %、女性では89 %の回答者は、すでに
親と離れて別の世帯を構えたことがある。本調
図1　男女別離家理由
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査の回答者は2016年調査時点で29歳から49歳
であることから、経験率は押しなべて高く、男
性の方が女性に比べ、わずかだが率が低い。
図１は離家を経験した人々にその理由を尋ね

た結果を男女別に示した。男性では、入学・進
学といった学校と関連した理由、就職・転職
といった就業にかかわる理由の2つがそれぞれ
39 %、35 %と高い。女性は最も多い理由は結婚
であり、離家経験者の半分以上（51 %）が結婚を
理由に親元を離れている。
図２は離家を経験した年齢の分布を男女別に

示した。男女ともに18歳という高校修了時点で
の進学・就職に伴う離家が多いことがわかる。
さらに男女ともに25歳から29歳層で離家を経
験する比率が高くなる。女性の場合にはこの年
齢層での経験率が最も高く、結婚により親元を
離れる場合が多いことが影響している。男性は
この年齢層では、結婚とともに転職・転勤に伴
う離家を経験している。
図３は離家時期と出身家庭の豊かさの関連を

男女別に表したもので、離家時期が24歳以下の
場合の比率を示した。男性の場合には、15歳時
点での家庭の暮らし向きが「豊か」である場合に
は、「貧しい」あるいは「普通」の場合に比べ、離
家時期が遅い。このことは、18歳時で就職のた
めに離家する確率が「豊か」な家庭出身者の場合
には、相対的に低いことに大きく起因している。
女性の場合には、家庭の15歳時の暮らし向きに
よる離家時期の違いは統計的に有意ではない。
図４は、男女別、父親の学歴別に離家時期を

示したものである。男性、女性ともに父親の学
歴が高い（高等教育への進学有）場合には、離家
時期の遅れが確認される。父親が高学歴の場合
には、子どもも高学歴となる確率が高くなるた
め、大学などを修了後に離家する確率が高まる。
しかし、25歳以上で離家した場合の時期の違い
をみると、父親が高学歴層で離家が遅くなると
いう傾向は確認されない。

離家の時期は、離家した理由により異なるだ
けでなく、育ってきた家庭の経済力や親の学歴
などの社会的な背景によっても異なることがわ

図2　男女別離家年齢の分布
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図3　男女別15歳時の家庭の豊かさと離家時期
（24歳以下に離家した比率）

図4　男女別父学歴と離家時期
（24歳以下に離家した比率）
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かる。経済的・文化的に恵まれた家庭の出身者
は、早期に家を出る確率が低くなる傾向があり、
離家時期の遅れが見られる。出身家庭の資源が
豊富な場合には、より長期に渡り同居の子ども
をサポートすることが可能であり、また子ども
の側も親との同居により生活水準の比較的高い
生活を享受できるメリットがある。

[引用文献]
○ Berlin, Gordon, Frank F. Furstenberg Jr., and Mary 

C. Waters. 2010. “Introducing the Issue,” The 
Future of Children , volume 20, number 1: 3-18.

○ Newman, Katharine. 2012. The Accordion Family .
NewYork : BeaconPress.  『親元暮らしという戦略
――アコーディオン・ファミリーの時代』（萩原久
美子訳）岩波書店、2013 年。

○ Settersten, Richard A. Jr. and Barbara Ray. 2010.
“What's Going on with Young People Today?”
The Future of Children , volume20, number 1:19-41.

○ Settersten, Richard A. Jr., Frank F.
Furstenberg Jr., and Ruben G. Rumbaut (eds.).
2005. On the Frontier of Adulthood . 
Chicago:  University of Chicago Press.

（石田浩）

3 . 長時間労働と家族形成
⑴ 問題設定

長時間労働の問題は、現代日本社会のホット
イッシューの1つである。政府も2016年より「働
き方改革会議」を開くなど、取り組みを強化しつ
つあり、人びとの耳目を集めるところとなって
いる。

長時間労働のもたらす問題はさまざまあるが、
しばしば語られるのが仕事と家庭生活の両立を
妨げることである。池田（2010）によれば、「労
働時間は、出産・育児期の就業継続、男性の家事・
育児参加、そして介護期の就業継続のいずれも
難しくしている要因」（池田2010 , p . 27）とさ
れる。

それとかかわる論点として、長時間労働が家
族形成を困難にさせるという主張がある（大久
保ほか2006）。労働時間が長過ぎるせいで、異
性との出会いが減少したり、結婚に踏み切れな
くなったり、あるいは出産する機会を逃したり、
というのがその内容にあたる。近年の調査研究
でも、こうした主張を部分的に支持するものも
あれば（松田ほか2015）、とくに明瞭な関連を
見出せないものもある（佐藤ほか2016）。

それでは、J L P Sデータによって、家族形成
に及ぼす長時間労働の負の影響は、みられるの

図5　週当たり労働時間の箱ひげ図
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だろうか。この点を中核として、以下、日本の
30代男女における労働時間の変化、結婚確率に
対する労働時間とその他諸要因の効果、そして
出産確率に対する労働時間とその他諸要因の効
果について、実証的に迫っていく。

⑵ 実証分析

a.労働時間の変化
では最初に、年齢を30代2に限定して、2007

年調査と2016年調査とで、労働時間を比較し
てみよう。以下の図5は、週当たり労働時間の
箱ひげ図である。箱の上限は第3四分位、下限
は第1四分位で、それぞれ労働時間の上位4分の
1と下位4分の1に相当する値を示す。箱の中に
ある太線は、中央値で、ちょうど真ん中にあた
る値を表す。ひげの先がさす値は、外れ値を除
外したときの最大値と最小値を示す。

有業者全体での中央値をみると、女性の値は
2007年が37.5、2016年は37.4で、ほとんど
変わっていないのに対し、男性のそれらには違
いがみられる。男性にかんしては、2007年は
50.2、2016年は46.5と、3.7時間ほど短くなっ
ている。

第3四分位や第1四分位同士で比べても、同様
に、女性ではこの9年間で特に変わっていないが、
男性はおしなべて低下傾向にあるようだ。そう
だとすると、男性の労働時間の分布は、全体的
に下方シフトしてきたとみることができる。

こうした結果は、30代でも労働時間が短め
の非典型雇用が増えたことによると思われるか
もしれないが、必ずしもそれだけではない。右
側のパネルには典型雇用者だけに限定して集計
した結果を示したが、それにおいても同様の傾

向が観察される。男性においては、2007年の
50.5から2016年の46.6へ、3.9時間ほど減少
している。女性は、典型雇用のみだと、労働時
間の中央値は42.5から41.3へと推移し、1.2時
間の減少となっている。

中央値の差異にかんして統計的検定をしたと
ころ、3女性の典型雇用での時点差は5 %水準で、
男性の場合は有業者全体でも典型雇用のみでも
時点差は1 %水準で、それぞれ統計的有意であっ
た。したがって、J L P Sデータより労働時間の変
化を検証したところ、この10年ほどのあいだで
典型雇用者の労働時間は減少傾向にあったとい
える4。なお、こうした傾向は、総務省「労働力調査」
や厚生労働省「毎月勤労調査」の結果とも整合的
である。いまだ適切な労働時間というには長過ぎ
る感はあるが、徐々に時代は変わりつつある。

b.結婚と労働時間との関連
それでは、結婚の確率と労働時間とのあいだ

には関連がみられるのだろうか。J L P Sデータ
を用いた統計分析によって、検証していこう。
ここでの結婚の分析では有業者かつ無配偶者に、
出産の分析では有業者のみに分析対象を限定し
た。労働時間の影響をみるのが最大の関心であ
るので、有業者のみとなっている点に留意され
たい。また、2007年調査から2016年調査まで
の10回分をプールして用いているため、同一個
人が複数回分のケースとして登場し、結果、30
代の状況を反映したデータとなっていることに
も注意を要する。

さて、用いる変数の記述統計量を表1に示した。
観察期間中において、結婚生起確率は平均的に
は5－7 %ほどであること、および出産の生起確

2 JLPS の対象者の年齢範囲の都合で、この年代のみが、2007 年と 2016 年とのあいだで比較可能となっ
ている。なお正確にいうと、29 歳から 40 歳までのデータを用いた。
3メディアン検定をおこなった（池田編 1989）。ただし、この方法は本来なら複数の独立標本に対して

行われるべきものであり、今回のデータへの適用は厳密にいえば仮定を逸脱している。あくまで参考
となる目安として用いた。
4ただし、2007 年調査がその時点で無作為抽出した標本調査であるのに対し、2016 年調査は、2011 年

より調査開始した追加サンプルが含まれていることや、パネルからの脱落、パネル・コンディショニ
ングなどの影響など、両者には性質の違いがある懸念が拭えない。それらの影響を調整しての再検証
が必要なことは、論をまたない。
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表１　使用変数の記述統計量
男　　　性 女　　　性

符号
条件結婚確率の分析 出産確率の分析 結婚確率の分析 出産確率の分析

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

従属変数

結婚 0.053 0.223 0.066 0.248 

出産 0.030 0.169 0.017 0.128 

労働時間

40 時間超
60 時間以下 0.592 0.492 0.629 0.483 0.533 0.499 0.382 0.486 －

60 時間超 0.147 0.354 0.171 0.377 0.059 0.236 0.035 0.184 －

交際相手の有無

交際相手有り 0.268 0.443 0.372 0.483 ＋

婚姻状態

未婚 0.381 0.486 0.381 0.486 －

離死別 0.026 0.159 0.060 0.238 －

学歴

大学以上 0.496 0.500 0.472 0.499 0.346 0.476 0.281 0.449 ＋ / －

就労状況

経営者 0.030 0.171 0.041 0.198 0.008 0.089 0.012 0.109 ＋ / －

非典型雇用 0.199 0.399 0.106 0.308 0.336 0.472 0.458 0.498 －

自営・家従 0.084 0.277 0.083 0.276 0.029 0.168 0.057 0.232 ＋ / －

年齢

年齢一乗項 32.323 6.017 35.307 5.993 32.011 6.595 35.233 6.541 N/A

年齢二乗項 1080.993 400.184 1282.514 418.382 1068.187 441.230 1284.133 456.321 N/A

居住都市規模

郡部 0.079 0.270 0.086 0.280 0.099 0.299 0.100 0.300 N/A

20 万未満市部 0.323 0.468 0.335 0.472 0.322 0.467 0.345 0.475 N/A

20 万以上市部 0.213 0.410 0.249 0.432 0.269 0.444 0.272 0.445 N/A

N （ケース数） 5600 11968 5652 11583

表 2　結婚にかんするロジットモデルの推計結果（有業者かつ無配偶者のみ対象）
男　　　　性 女　　　　性

model 1 model 2 model 1 model 2

労働時間（基底カテゴリ：40 時間以下）

40 時間超
60 時間以下

1.617 1.244 0.972 0.681 **

60 時間超 1.572 1.019 1.137 0.773 

交際相手の有無（基底カテゴリ：交際相手無し）

交際相手有り 32.411 ** 18.575 **

学歴（基底カテゴリ：大学未満）

大学以上 1.269 * 1.277 *

就労状況（基底カテゴリ：典型雇用）

経営者 0.987 1.078 

非典型雇用 0.457 ** 0.767 *

自営・家従 0.901 0.387 *

年齢

年齢一乗項 1.247 * 2.759 **

年齢二乗項 0.997 † 0.984 **

居住都市規模（基底カテゴリ：政令指定都市）

郡部 1.009 1.227 

20 万未満市部 1.068 1.129 

20 万以上市部 1.332 * 0.973 

Nagelkerke R² 0.006 0.305 0.000 0.261 

-2 LogLikelihood 2300.424 1701.477 2748.094 2151.056 

　　　N 5600 5652 

注） 係数はオッズ比で表示． ** p<.01  * p<.05  † p<.1（片側検定）
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5表 2 では女性で労働時間 60 時間以上の場合に調整済みオッズ比が 0.773 と推計されたが、これは他の
条件が等しければ労働時間 40 時間以内の者と比べ、1 年あたりの結婚生起確率が概ね 1.5 パーセント
ポイント下がることに相当する。同様に、表 3 で示された出産の調整済みオッズ比 0.645 は、1 年あた
り出産生起確率の 1 パーセントポイントの低下に相当する。一見すると小さい差と思えるかもしれな
いが、これらが 1 年あたりの生起確率であること、生起確率がそもそも低めで分布の端にあることを
考慮すると、軽視できない差というべきである。

率は2－3 %程度であることがわかる。労働時間
は長いほうが結婚や出産が起きにくくなるという
仮説であるため、符号条件は負となる。他のも
のも、仮説における符号条件を最右列に示した。
表2は、結婚の生起を1年前の社会経済的属

性により予測したロジットモデルの推計結果で
ある。主たる関心をおく独立変数は、1週間あた
りの労働時間である。ここではそれを、40時間
以下、40時間超60時間以下、60時間以上、の
3つのカテゴリーへと分類し、それらのあいだに
みられる結婚生起確率の違いを検討した。

モデル1では、労働時間のみを独立変数とし
て投入した。それからモデル2において、1年前
の交際相手の有無、1年前の就労状況、および
年齢をも追加投入した。

左側パネルの男性についての結果を確認した
ところ、以下のことが明らかとなった。すなわ
ち第1に、労働時間が相対的に長めの者のほうが、
結婚する確率が高い傾向がある。第2に、ただ
しそれは他の要因を統制すると関連はみられな
くなる。第3に、他要因のなかでは、交際相手
の有無が非常に大きな効果がある。そして第4に、
非典型雇用の男性は、典型雇用の男性に比べて、
明らかに結婚確率が低い。

結婚が生起しやすい典型雇用の男性のほうが、
より労働時間が長くなりやすいことより、これら
の結果があらわれているといえよう。決して長時
間労働が結婚を近づけるわけではないのである。

続いて、右側パネルに表示した、女性につい
ての結果をみてみよう。それからわかることと
して、第1に、女性では単純に労働時間のみの
効果を検討したところ、関連がみられないこと
がある。第2に、労働時間の効果は他要因を統
制したときにあらわれる。第3に、他要因のなか
では、やはり交際相手の有無が大きな効果があ

る。第4には、非典型雇用と自営業者・家族従
業者として働く女性は、典型雇用に比して、結
婚確率が低い。

労働時間の効果について、男性とはまったく異
なるパターンが観察された。女性においては、一
見すると、労働時間と結婚確率は関連がなさそう
にみえるものの、年齢、就労状況、交際相手の
有無の条件が同じであれば、労働時間によって
結婚確率が異なるのである。しかも、労働時間
の効果は負、すなわち労働時間が長いほうが結
婚する確率は低いという関係が明らかになった5。

c.出産と労働時間との関連
次に、出産の生起を予測したロジットモデル

の推計結果を、表3より検討する。独立変数は
先ほどとほぼ同じであるが、交際相手の有無に
替えて婚姻状態を入れている。これは、1年前に
未婚であっても、そこからの1年間で出産にまで
至るケースは考えられうることから、分析対象
を有配偶者に絞るのではなく、婚姻状態を統制
変数として含めるようにした。

男性についての結果からわかることを整理す
ると、次のようになる。第1に、労働時間の長い
者ほど出産が生起しやすい。第2に、しかし他
要因を統制したのちには、労働時間と出産確率
との関連はみられない。第3に、婚姻状態によ
る出産確率の違いは非常に大きい。それから第4
に、典型雇用と非典型雇用のあいだでは出産確
率が変わらないが、自営業者・家族従業者だと
出産確率は高くなる傾向にある。

女性にかんする分析結果からの知見もまとめ
よう。第1に、二変数の関連のみみるならば、
労働時間が長いほうが出産確率は低い。第2に、
その関連パターンは、他要因を統制してもあま
り変わらない。第3に、男性同様に婚姻状態と
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出産との関連は非常に大きい。第4に、非典型
雇用の場合、典型雇用に比して、出産確率は低い。

男性にかんしては、結婚確率の分析結果と類
似して、労働時間の効果は「見せかけ」のもので
ある可能性が高いといえる。他方、女性にかん
しては、一貫して労働時間の負の効果がみられ
た。つまり、長時間働く女性のほうが、出産のチャ
ンスが低くなることが示された。

d.長過ぎる労働が男性にもたらす影響
では、男性については長時間労働が家族形成

の妨げになることはないと言い切れるかといえ
ば、そうではない。労働時間が何時間以上にな
ると問題が生じうるかを探索するために、週当
たりの労働時間が40時間から80時間までの範
囲に関して、労働時間の二値変数を作成した。
たとえば40時間超ダミー変数ならば、労働時間

40時間以下には0、40時間超には1となるよう
にダミー変数を作成した。そうしたダミー変数
を41個作成し、それらを入れ替えながらモデル
を推定していき、41個の調整済みオッズ比6を
求めた。そして、労働時間を横軸に、調整済みオッ
ズ比を縦軸に配置して、図6を作成した7。

これからわかる重大なことは、実は男性でも、
あまりにも労働時間が長くなると、結婚や出産
が生起しにくくなることである。労働時間77時
間を閾値として二分した場合には、出産確率の
調整済みオッズ比は0.622となり、統計的有意
差が検出される。さらに79時間を閾値として二
分すれば、結婚確率の調整済みオッズ比は0.567
になり、こちらも統計的有意な差異8がみられる。
ただ、40時間から75時間くらいまでだと、ほと
んど労働時間の違いによって結婚や出産の確率
が変わることはない。つまり、表2の分析では、

表 3　出産にかんするロジットモデルの推計結果（有業者のみ対象）
男　　　　　性 女　　　　　性

model 1 model 2 model 1 model 2

労働時間（基底カテゴリ：40 時間以下）

40 時間超
60 時間以下

1.155 0.873 0.749 * 0.793 †

60 時間超 1.491 0.961 0.385 † 0.645 

婚姻状態（基底カテゴリ：既婚）

未婚 0.002 ** 0.004 **

離死別 0.219 ** 0.150 **

学歴（基底カテゴリ：大学未満）

大学以上 1.218 * 0.913 

就労状況（基底カテゴリ：典型雇用）

経営者 1.223 1.222 

非典型雇用 0.975 0.379 **

自営・家従 1.618 ** 1.430 †

年齢

年齢一乗項 1.415 ** 3.271 **

年齢二乗項 0.993 ** 0.980 **

居住都市規模（基底カテゴリ：政令指定都市）

郡部 1.038 1.121 

20 万未満市部 0.793 * 0.801 

20 万以上市部 0.755 † 0.878 

Nagelkerke R² 0.002 0.193 0.004 0.226 

-2 LogLikelihood 3184.557 2636.431 1965.028 1554.189 

　　　N 11968 11583 

注） 係数はオッズ比で表示． ** p<.01  * p<.05  † p<.1（片側検定）

6表 2 のモデル 2 と同じ共変量を投入したうえで、労働時間ダミー変数が結婚や出産に与える効果をと
らえた。
7縦軸は、対数目盛で表示している。片側 10% で統計的有意な値については、数値をグラフ上に表示した。
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長時間労働を識別するための閾値を、週当たり
40時間や60時間に設定していたのだが、それ
だと現代日本における男性の長時間労働による
家族形成阻害の問題を見逃すということだ。

⑶ まとめ

長時間労働によって家族形成が妨げられる
かどうかを焦点として、ここまで実証的に検討
してきた。最後に、知見を要約しておきたい。
2007年からの10年ほどのあいだで、典型雇用
者たちの労働時間は、減少してきた。とりわけ
それは、男性において顕著であった。ただそれ
でも、日本の労働時間が短いと強調できるほど
ではない。労働時間と家族形成の関連にかんし
て、分析結果を一言で述べるなら、「男性は過度
な長時間労働の場合に、女性は相対的に労働時
間が長くなるほど、結婚や出産をする蓋然性が
低下する」、となろう。

もっとも、結婚や出産の準備期間に入ると同
時に、当該女性たちが労働時間を短くするよう
調整することでも、こうした負の関連は生じう
るので、解釈には慎重を期さなければならない。
モデルに含める変数選択や、分析手法の精緻化

などにも、改善の余地がある。長時間労働と家
族形成との関連について、より確かな研究のさ
らなる蓄積が求められる。
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（三輪哲）

8これら調整済みオッズ比に基づき予測確率を求めると、他の条件が等しいときに、過度な長時間労働
は結婚確率を 2.5 パーセントポイント、出産確率を 1 パーセントポイント程度押し下げることに相当す
る。

0.567 
0.622 

0.541 

0.449 

0.25

0.5

1

2

40 45 50 55 60 65 70 75 80

結婚

出産

調
整
済
み
オ
ッ
ズ
比

労働時間

図6　労働時間と調整済みオッズ比（男性）



－ 10 －

－ 6300 －

© 一般社団法人 中央調査社  2017
■中央調査報 No.719・平成29年9月10日発行・定価100円 （購読料は、社員費および調査委託費に含まれています。）

郵便番号 104-0061・東京都中央区銀座６-16-12 （丸高ビル）．　 電話（東京）	 03-3549-3121（代表）
Email : office@crs.or.jp　URL : http://www.crs.or.jp/　  FAX	         03-3549-3126

8 月の時事世論調査
8 月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月より 6.7
ポイント持ち直して 36.6% となっ
た。一方、不支持率は 4.5 ポイン
ト減の 44.1％だったが、前月に引
き続き不支持が支持を上回った。

調査は全国の 18 歳以上の男女
2,000 人を対象に、個別面接聴
取法で 8 月 3 日から 6 日に実施。
有効回収（率）は 1,298（64.9％）。

この時期の国内の動きは、
サンマ漁獲枠合意できず：札幌

市内で開催された北太平洋漁業
委員会において日本は国・地域ご
とにサンマの漁獲枠新設を提案
したが、中国や韓国、ロシアが
時期尚早だとして反対し、合意で
きなかった（7 月 15 日）。
秋田で豪雨被害：活発な前線

の影響で 2 日間にわたり記録的
な豪雨に見舞われた秋田県では、
床上・床下浸水の被害が 17 市町
に及んだ（7 月 22 ～ 23 日）。
閉会中審査で安倍首相答弁：

安倍 首相は予算委員会の閉会
中審査で、友人が理事長を務め
る学校法人の獣医学部新設をめ
ぐり、友人の理事長から働きか
けや依頼は全くなかったと強調。
新設計画を知った時期について
過去の答弁と矛盾している点につ
いて、お詫びして訂正すると述べ
た（7 月 24 ～ 25 日）。
蓮舫代表が辞任表明：民進党

の蓮舫代表が記者会見し、東京
都議選敗北により党内が混乱し
た責任を取り、代表辞任を表明（7
月 27 日）。
稲田防衛相が辞任：南スーダン

の国連平和維持活動をめぐる陸
上自衛隊の日報問題の監督責任

北朝鮮制裁を決議：北朝鮮によ
る 2 度の ICBM 発射を受け、国
連安保理は北朝鮮からの石炭や
鉄、海産物の輸出を全面禁止し、
外貨収入源を規制する制裁決議
を採択。制裁に慎重だったロシア
や中国も賛成した（8 月 5 日）。
ASEAN 外相会議：東南アジア

諸国連合外相会議は、北朝鮮に
よる ICBM 発射や核実験で朝鮮
半島の緊張が高まっていることに
重大な懸念を表明。また、中国
の王毅外相と北朝鮮の李容浩外
相が会談し、中国側が北朝鮮側
に核・ミサイル実験の自制を促し
た（8 月 6 日）。

政党支持率　自民党は前月か
ら 4.6 ポイント回復して 25.7％
だった。民進党は 0.6 ポイント減
の 3.2％、公明党は 0.7 ポイント
減の 2.5％、共産党は 0.2 ポイン
ト増の 2.3%。支 持政 党なしは
62.2％で前月より3.1ポイント減っ
た。

国民の景気感　「 良くなっ
た」は前月より 0.3 ポイント増の
7.2％、「悪くなった」は 1.4 ポイ
ント減の 18.0％。時事世論景気
指数は前月比 4 ポイント増の 132
となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月比 0.8
ポイント減の 4.4％、「苦しくなっ
た」は 2.0ポイント減の18.2％だっ
た。

をとり、稲田防衛相は安倍首相
に辞表を提出、受理された。ま
た、特別防衛監察の結果が公表
され、これを受けて事務次官と
陸上幕僚長も辞職することに（7
月 28 日）。
社会保障給付費 115 兆円弱：

国立社会保障・人口問題研究所
によると、2015 年度に年金、医療、
介護などに充てられた社会保障
給付費は前年度比 2.4％増の 114
兆 8596 億円で過去最高を更新
した（8 月 1 日）。
内閣改造を実施：第三次安倍

内閣で 3 度目の改造内閣が発足。
閣僚 19 人中、留任 5 人、初入閣
6人、女性の入閣は 2 人にとどまっ
た。また、自民党役員人事も行
われた（8 月 3 日）。

国外では、
劉暁波氏死去：中国の民主活

動家でノーベル平和賞を受賞し
た作家の劉暁波氏が、入院先の
病院で多臓器不全のため死去。
国家政権転覆扇動罪で懲役 11
年の判決を受けたが、末期の肝
臓がんと診断された。刑務所外
に入院していたが、中国政府は
出国を認めなかった（7 月 13 日）。
北朝鮮 2 回目の ICBM 発射：

北 朝 鮮が 弾 道ミサイルを発 射
し、日本海の日本の排他的経済
水域に落下。北朝鮮国営通信も
ICBM 火 星 14 の 2 回目の試 験
発射に成功したと伝えた（7 月 28
日）。
ベネズエラで制憲議会選挙強
行：新憲法制定に対する抗議デモ
が続く南米ベネズエラで制憲議
会議員選挙が実施された。野党
は参加を拒否して候補を立てず、
マドゥロ大統領派の与党が全議
席を独占した。4 月以降、全土で
連日反政府デモが起き、多数の
死者が出た（7 月 30 日）。
米広報部長を10日で解任：ト

ランプ大統領は任命したばかりの
スカラムチ広報部長を解任した。
7 月はホワイトハウスの枢要ポスト
である大統領報道官と大統領首
席補佐官も交代している（7 月 31
日）。

◇  告　知　板
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25.7 3.2 2.5 2.3 0.8 0.8 0.2 0.2 62.2
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